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T h e  5 1 s t  I n t e r i m  B u s i n e s s  R e p o r tトップメッセージ
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● 売上高 ● 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益● 経常利益

　株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご高配を賜
り厚く御礼申し上げます。
　ここに2018年5月中間期における事業概況についてご報
告いたします。

代表取締役社長

私たちは、社会インフラの安全・安心、快適・便利を支えます。

第2四半期までの業績について
売上高24.0％増、営業利益149.4％増
　当第2四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緩やか
な回復基調が続いたものの、海外経済の不確実性の高まりな

ど先行きが不透明な状態が継続しました。
　情報サービス産業におきましては、自動運転、IoT、ビッグ
データ、AIなどITの多様化と企業収益の改善を背景として、堅
調に推移しました。
　経営成績につきましては、請負案件が多い制御システムの
交通関連と特定情報システムで、前年は例年になく下期に検
収が集中していたことに加え、当期は下期に検収を見込んで
いた一部の請負案件が前倒しで検収されたことで、売上、利
益とも前年を大きく上回りました。また、自動車システム、組
込システム、産業・公共システムは、堅調に推移しました。なお、
当社は2017年6月に創立50周年を迎え、社員のモチベー
ション向上を目的とし、創立記念行事や社員旅行などの50周
年記念事業費を、特別損失として84百万円計上いたしました。
　この結果、当第2四半期連結累計期間における売上高は
2,987百万円（前年同期比24.0％増）、営業利益は320百万円

（前年同期比149.4％増）、経常利益は342百万円（前年同期比
127.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は168百万
円（前年同期比74.5％増）となりました。
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（単位：百万円）

セグメント 売上（前年同期対比） 利益（前年同期対比）

制御システム 514（+32.0%） 136（+39.9%）

自動車システム 750（+37.8%） 165（+81.9%）

特定情報システム 300（+95.6%） 80（+268.6%）

組込システム 379（+35.6%） 100（+87.3%）

産業・公共システム 646（+11.0%） 159（+12.2%）

ITサービス 395（△13.8%） 54（△26.3%） 0
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株主配当の推移

創立50周年記念配当 15円

中間配当（円）　　　期末配当（円）　　　配当性向

（注）2018年5月期の配当予想は2017年12月1日付の株式分割実施前の換算値となっております。

各セグメントの状況
ITサービスが苦戦するも、その他セグメントは堅調
　制御システムでは、エネルギー関連はプラント制御用コン
トローラーシステム、火力発電所向け監視・制御システムとも
横ばいで推移しました。また、電力広域作業を終了し配電自動
化にシフトしましたが、エネルギー関連全体では、売上、利益
とも前年を下回りました。交通関連は、在来線の運行管理シス
テムで一部案件が検収条件の変更により第1四半期に前倒し
で検収されたことに加え、前年下期に増加した作業量が当期
も継続したことなどで、売上、利益とも前年を大きく上回りま
した。
　自動車システムでは、車載制御システムの変速機制御で無
段変速機案件の作業量が増加しました。車載情報システムは、
通信ミドルウェアやスマートフォン連携などを受注したもの
の、その他の案件で作業量が減少したことで横ばいとなりま
した。先進運転支援システムは、車載ネットワーク制御や基盤
ソフトウェアが好調に推移し、車載カメラで体制を拡大しま
した。
　特定情報システムでは、危機管理関連の方式設計と開発案
件や、地理情報関連の衛星画像処理などが堅調に推移しまし
た。先進運転支援システムの画像認識は、担当範囲が広がっ
たことで体制を拡大しました。また、前年は下期に検収が集中
したこともあり、特定情報システム全体として、売上、利益と
も前年を上回りました。
　組込システムでは、ストレージデバイス開発は企業向けが
堅調に推移し、ストレージサーバー開発は横ばいで推移しま
した。薬剤分包機開発は、ファームウェアからミドルウェアや

アプリケーション領域へと担当範囲を拡大したことで前年を
上回り、前年に開始した建設機械のIoT案件は、堅調に推移し
ました。
　産業・公共システムでは、駅務機器開発、ICカード開発、鉄道
子会社向けのエンジニアリングサービスなどは、作業量が微
減傾向となりました。一方、鉄道事業者向け保守支援システム、
気候変動観測や衛星航法補強などの衛星システム、通信指令
システムなどは堅調に推移しました。
　ITサービスでは、構築業務は新規顧客との取引を開始した
ことで前年を上回り、検証業務は戦略的に構築業務に軸足を
シフトしていることで前年を下回りました。保守・運用業務は、
前年で会計システムが終了したため、ITサービス全体として
は、売上、利益とも前年を下回りました。

株主の皆様へ
株式分割などで株式価値向上を目指しています
　当社では、株主に対する利益還元を経営の重要指針として
位置づけており、①安定的配当の継続、②配当性向50％以上
を目標とする、を基本方針としております。また、更なる株式
価値の向上を目指し、当期において、自己株式の保有と消却に
関する基本方針を定め実施するとともに、12月1日に株式分
割（1：2）を行いました。
　なお、今期配当につきましては、中間配当20円、期末配当
10円とし、通期では30円を予定しております。（株式分割前の
換算値では中間配当20円、期末配当20円、通期で40円となり、
前期の通期普通配当35円より5円増配）
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売上高
2,409

営業利益
128

経常利益
150

親会社株主に
帰属する
四半期純利益
96

売上高
2,987

営業外
収益
25 特別損失

84

営業外
費用
3

営業利益
320

経常利益
342

税金等調整前
四半期純利益
257

親会社株主に帰属する
四半期純利益
168

（単位：百万円）
当中間期

2017年6月1日～2017年11月30日
前中間期

2016年6月1日～2016年11月30日

売上原価 2,300
販売費及び一般管理費 366

法人税、住民税及び事業税 5
法人税等調整額 83

T h e  5 1 s t  I n t e r i m  B u s i n e s s  R e p o r t連結財務データ

連結損益計算書の概要

POINT

2 営業利益
税率の引き上げによる事業
税の増加等により販売費及
び一般管理費は増加しまし
たが、売上高の増加に伴い、
営業利益は前年に比べ増加
しました。

POINT

1 売上高
制御システムの交通関連と特定情報シス
テムで、前年に比べて上期の請負案件の検
収が多かったことや、自動車システム、組
込システム、産業・公共システムが堅調に
推移したことなどにより、売上高は前年に
比べて増加しました。

POINT

3 親会社株主に帰属する四半期純利益
50周年記念事業費を計上した
ことにより特別損失は増加し
ましたが、営業利益の増加に伴
い、親会社株主に帰属する四半
期純利益は前年に比べ増加し
ました。

POINT

1
POINT

2
POINT

3
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△313
△96

△159

現金及び
現金同等物の
期首残高

2,113 1,543

現金及び
現金同等物の
四半期末残高

財務活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

営業活動による
キャッシュ・フロー

当中間期
2017年6月1日～2017年11月30日

（単位：百万円）

連結キャッシュ・フロー計算書の概要

資産合計
9,682 資産合計

9,393

流動資産
6,679

固定資産
3,003

流動資産
5,452

固定資産
3,940

負債純資産
合計
9,682

負債純資産
合計
9,393

負債
1,373

純資産
8,308

負債
1,052

純資産
8,341

現金及び預金
3,513

現金及び預金
2,943

有形固定資産
206

無形固定資産
15

投資その他の資産
2,780

有形固定資産
204
無形固定資産
13
投資その他の資産
3,722

流動負債
1,177

固定負債
196

流動負債
840
固定負債
211

株主資本
8,031

その他の包括
利益累計額
276

株主資本
8,040
その他の包括
利益累計額
300

前期末
2017年5月31日

当中間期末
2017年11月30日

（単位：百万円）
前期末

2017年5月31日
当中間期末
2017年11月30日

（単位：百万円）

連結貸借対照表の概要

POINT

4 資産
賞与、配当金及び法人税等の支払いに伴い現金
及び預金が減少したことなどにより、前期末に
比べ減少しました。

POINT

6

POINT

4
POINT

5

POINT

5 負債純資産
負債は、賞与引当金及び未払法人税等が減少し
たことなどにより、前期末に比べ減少しました。
純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益
が剰余金の配当を上回ったこと、及びその他有
価証券評価差額金が増加したことにより、前期
末に比べ増加しました。

POINT

6 キャッシュ・フロー
営業活動により使用した資金は、賞与の支払い
等によるものです。
投資活動により使用した資金は、投資有価証券
の取得等によるものです。
財務活動により使用した資金は、配当金の支払
いによるものです。

04



T h e  5 1 s t  I n t e r i m  B u s i n e s s  R e p o r t事業の内容

　当社は創業以来、高度な品質と信頼性を要求される制御/組込システム開発を主力事業とし、「品質第一」に
実績を積んでまいりました。

　当社が長年にわたり培ったソフトウェアエンジニアリング技術を生かし、システム開発に留まらず、構築
サービスや検証サービスにも事業分野を広げ、お客様に最適なベネフィットが提供できる「トータル・ソフト
ウェア・エンジニアリング・サービス」を目指しています。

社会生活を支えるエネルギー関
連と交通関連のシステム開発事
業を展開しています。

制御システム事業

自動車の安全で快適な走行を可
能にする車載制御システムや車
載情報システムの開発を行って
います。

自動車システム事業

衛星画像の画像処理技術などを
用い、社会の安全・安心を支える
システムの開発を行っています。

特定情報システム事業

携帯端末や情報家電からより
ハードウェアに近い半導体記憶
装置、電子部品などの組込ソフト
ウェアの開発を行っています。

組込システム事業

様々な産業分野で活動する企業
の個別システムや、社会インフラ
を支える公共システムの開発を
行っています。

産業・公共システム事業

システムの構築・検証・運用/保守
など、顧客の「モノづくり」に関わ
るサービス全般を包括的にサ
ポートします。

ITサービス事業

12.7%

21.7%

13.2%

17.2%

25.1%

10.1%

05



T h e  5 1 s t  I n t e r i m  B u s i n e s s  R e p o r t会社概要・株式の状況

代表取締役会長 大部　仁
代表取締役社長 上石　芳昭
取締役 多田　俊郎
取締役 松岡　仁
取締役 坂巻　詳浩
取締役（社外） 諸星　信也
常勤監査役 岡竹　芳彦
監査役（社外） 椎名　健二
監査役（社外） 上薗　朗

会社概要（2017年11月30日現在）

株式の状況（2017年11月30日現在）

役 員（2017年11月30日現在）

所有者別株式分布状況（2017年11月30日現在）

71.66 ％  3,813,902 株
個人その他6.77 ％  360,300 株

その他の法人

8.51 ％  453,100 株
金融機関

5.08 ％  270,560 株
外国法人等

7.52 ％  400,075 株
自己名義株式

0.46 ％  24,573 株
金融商品取引業者

所有株数別株式分布状況（2017年11月30日現在）

11.67 ％  621,436 株
1～4,999 株

2.87 ％  152,550 株
5,000～9,999 株

11.95 ％  636,051 株
10,000～99,999 株

41.20 ％  2,192,986 株
100,000～499,999 株

32.31 ％  1,719,487 株
500,000～999,999 株

会社名 日本プロセス株式会社
（JAPAN PROCESS DEVELOPMENT CO.,LTD.）
略称  JPD

本店 〒105-6126 東京都港区浜松町二丁目4番1号
世界貿易センタービル26Ｆ
TEL 03-5408-3351（代表）
FAX 03-5408-3289
URL http://www.jpd.co.jp/

設立 昭和42年（1967年）6月
事業内容 システム・インテグレーション及びソフトウェア開発
資本金 14億8,740万円
従業員（単体） 535名
取引銀行 三井住友銀行、三菱東京UFJ銀行、みずほ銀行

株主名 持株数（株） 持株比率（％）

大部　満里子 624,470 12.69

大部　仁 549,923 11.17
大部　力 545,094 11.07
日本プロセス　社員持株会 416,400 8.46
吉川　豁彦 356,811 7.25
アドソル日進株式会社 311,000 6.32
CGML PB CLIENT ACCOUNT/COLLATERAL 235,500 4.78
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 206,000 4.18
第一生命保険株式会社 167,200 3.40
白川　一幸 100,000 2.03

（注）持株比率は自己株式（400,075株）を控除して計算しております。

発行可能株式総数 22,980,000株
発行済株式の総数 4,922,435株（自己株式400,075株を除く）
株主数 1,378名
大株主
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見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

（インターネットホームページURL） http：//www.smtb.jp/personal/agency/
index.html

公告方法 当社のホームページに掲載
http：//www.jpd.co.jp/koukoku.html

（ただし、電子公告によることができない事故、
その他のやむを得ない事由が生じたときは、日
本経済新聞に掲載いたします。）

貸借対照表及び
損益計算書の掲載URL http：//www.jpd.co.jp/ir/

上場金融商品取引所 株式会社東京証券取引所　JASDAQ市場

事業年度 毎年6月1日から翌年5月31日まで

定時株主総会 毎年8月開催

基準日 定時株主総会　毎年　  5月31日
期末配当　　　毎年　  5月31日
中間配当　　　毎年　11月30日

株主名簿管理人　及び
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株主名簿管理人
事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先） 〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先） 0120-782-031

ホームページのご案内

http://www.jpd.co.jp/

株主メモ

当社では、株主の皆様の声をお聞かせいただくため、
アンケートを実施いたします。
お手数ではございますが、
アンケートへのご協力をお願いいたします。

※本アンケートは、株式会社 a2media（エー・ツー・メディア）の提供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。
　（株式会社 a2mediaについての詳細　http://www.a2media.co.jp）

※ご回答内容は統計資料としてのみ使用させていただき、事前の承諾なしにこれ以外の目的に使用することはありません。

TEL：03-5777-3900（平日 10：00～17：30） MAIL：info@e-kabunushi.com
●アンケートのお問い合わせ 「e-株主リサーチ事務局」

株主の皆様の声を
お聞かせください

ご回答いただいた方の中から抽選で薄謝（図書カード500円）を進呈させていただきます

下記ＵＲＬにアクセスいただき、アクセスコード入力後に表示される
アンケートサイトにてご回答ください。所要時間は5分程度です。

ＱＲコード読み取り機能のついた携帯電話をお使い
の方は、右のＱＲコードからもアクセスできます。

携帯電話からも
アクセスできます

ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ．ｅ-ｋａｂｕｎｕｓｈｉ．ｃｏｍ

kabu@wjm.jpへ空メールを送信してください。（タイトル、本文は無記入）
アンケート回答用のURLが直ちに自動返信されます。

空メールにより
URL自動返信

アクセスコード いいかぶ 検索検索●●●●

株主様向け
アンケート

●アンケート実施期間は、本書がお手元に到着してから約2ヶ月間です。

決算短信、有価証券報告書、株
主通信、説明会資料、株主総会
資料をご覧いただけます。

トップページ I R 情 報


